
「保険者協議会設置要領」Q&A 

（平成 30年１月 15日時点） 

質問 回答 

１ 設置要領において、保険者協議会の構成

員に記載されている「都道府県担当部署」

とはどの部署を指しているのか。 

都道府県内における保険者協議会の担当部署については、各都道府県において決

めていただくことになりますが、都道府県は、健康増進や医療費適正化の役割も有

するだけでなく、国保保険者として保険者協議会の法律上の構成員になるため、こ

れらの担当部署で連携して、保険者協議会へ参画することが望ましいと考えられま

す。 

この際、例えば、担当部署での連携に基づき、複数の部署が協議会に参画するこ

とや、代表する部署が協議会に参画することが考えられます。 

２ 平成 30年度から都道府県が事務局を担

うことが、保険者努力支援制度における平

成 31年度の交付金に係る保険者協議会へ

の積極的な関与（例えば医療費分析や人材

育成）の具体的な評価項目に配点される点

数の加点される条件（要件）か。 

保険者努力支援制度における平成 31年度の交付金に係る保険者協議会への積極

的な関与（例えば医療費分析や人材育成）の具体的な評価項目の考え方については、

いつの取組が評価対象となるのかを含め、今後、検討する予定です。 

なお、30年度交付金の評価指標には位置づけていませんが、市町村の同意を得て、

30年度交付金を分析等に充てることは可能です。 

３ 都道府県が事務局を担う、又は国保連合

会と共同で事務局を担う場合、保険者協議

会の会計はどのように処理すべきか。 

現在、各保険者協議会の会計は、国保連や都道府県から独立して処理がなされて

いる整理と存じます。（その上で、実際の多くは、この独立した保険者協議会の会

計の管理は国保連にて代表して担っていただいている例が多いと存じます。） 

この点、平成 30年度以降も引き続き、保険者協議会の会計は、国保連や都道府

県から独立した処理が基本となると考えています。 

４ 都道府県が事務局を担う、又は国保連合

会と共同で事務局を担う場合、保険者協議

会に対する補助金の位置づけに変更はあ

るのか。 

厚労省からの保険者協議会の開催に係る補助金は、現在、厚労省から保険者協議

会の会計に支出される整理となっており、その上で、この保険者協議会の会計から

更に必要な先に支出されています。この点についても、平成 30年度以降も引き続

き、同じ整理で進めていただきたいと考えています。 

このとき、今後、都道府県が保険者協議会の事務局を担う場合であって、保険者

協議会の会計に入った補助金の一部を仮に都道府県も受けることとする場合、都道

府県がいずれの会計区分でこれを受領するか（繰り入れるか）が論点となり得ます

が、これについては、都道府県における「国保特会」ではなく「一般会計」にて受

領する（繰り入れる）ことが基本となるものと考えています。 

５ 都道府県が事務局を担う場合でも、都道

府県から保険者協議会に対して、医療費適

正化計画の協議を行う必要があるのか。 

都道府県が保険者協議会の事務局を担う場合であっても、高齢者医療確保法に基

づき、医療費適正化計画の策定・変更に当たって都道府県が保険者協議会へ協議す

る手続きとなります。 

６ 改正前第３条第３項が削除となってい

ますが、都道府県への意見提出に都道府県

が議決権を有することになるのか。 

平成 30年度から、都道府県は、医療費適正化計画、医療計画の策定主体である

だけでなく、国保保険者として保険者協議会に参画することから、議決権を有する

こととしています。 

７ 都道府県から保険者協議会に対して行

う医療費適正化計画の協議は、公文で行う

のか。 

都道府県において決めていただくことが可能ですが、都道府県から公文で保険者

協議会に協議をし、保険者協議会から都道府県宛に公文で回答（意見提出）するこ

とが基本になると考えられます。 

 


